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令和３年度介護報酬改定によって変更があった加算について、告示より抜粋。 

［算定基準］［算定基準留意事項］中、改定は下線部分。 

※［算定基準］･･指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号） 

［算定基準留意事項］･･･指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介

護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成

12年３月８日老企第40号）（６介護保健施設サービス） 
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＜１＞運営に関する基準 

１）人員基準 

〇介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十号） 

第２条 

６ 栄養士又は管理栄養士 入所定員 100以上の介護老人保健施設にあっては、1以上 

 

〇介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十号） 

第２条 

４ 介護老人保健施設の従業者は、専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する者でなければならな

い。ただし、介護老人保健施設（ユニット型介護老人保健施設（第三十九条に規定するユニット型介

護老人保健施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。以下この項において同じ。）にユニット

型介護老人保健施設を併設する場合の介護老人保健施設及びユニット型介護老人保健施設の介護職

員を除き、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。 

 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和 3年 3月 26日） 

（問 87） 

今回の基準省令改正により、 

・介護保険施設の従来型とユニット型を併設する場合に、介護・看護職員が兼務すること 

・広域型特別養護老人ホーム又は介護老人保健施設と小規模多機能型居宅介護事業所を併設す

る場合に、管理者・介護職員が兼務すること 

・本体施設が（地域密着型）特別養護老人ホームである場合に、サテライト型居住施設に生活相

談員を置かないこと 

・地域密着型特別養護老人ホーム（サテライト型を除く）において、栄養士を置かないこと・施

設系サービス及び短期入所系サービスにおける個室ユニット型施設を１ユニットの定員が

15人を超えない範囲で整備すること 

が可能となったが、運営に当たって留意すべき点は何か。 

【答】 

今回の基準省令改正に伴い、併設施設の職員の兼務等を認める場合にあっても、以下の点に十

分留意いただきたい。 

－ 食事、入浴、排せつ等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上

の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力

に応じて自立し、尊厳ある日常生活を営むことができるよう、十分な数の職員が確保され、

ケアの質が担保されていること 

－ 職員の休憩時間の確保や有給休暇の取得など労務管理が適切になされるために十分な数の

職員を確保し、シフトを組むことによって、一人の職員に過度な負担がかからないよう配慮

されていること 
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令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和 3年 3月 23日） 

（問 27） 

医師の勤務時間の取扱いについて、併設の通所リハビリテーション事業所等のリハビリテーシ

ョン会議に参加している時間や、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)又は(Ｂ)を取得し

ている場合であって、医師が通所リハビリテーション計画等について本人又は家族に対する説

明等に要する時間については、病院、診療所及び介護老人保健施設、介護医療院の医師の人員

基準の算定外となるのか。 

【答】 

人員基準の算定に含めることとする。 

※平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.1）（平成 27年 4月 1日）問 94の修正。 

 

２）非常災害対策 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（第２８条） 

介護老人保健施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び

連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要

な訓練を行わなければならない。 

介護老人保健施設は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連

携に努めなければならない。 

 

３）栄養管理 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（第１７条の２）） 

介護老人保健施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことが

できるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について） 

16 栄養管理 

基準省令第17 条の２は、介護老人保健施設の入所者に対する栄養管理について、令和３年度

より栄養マネジメント加算を廃止し、栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことを

踏まえ、管理栄養士が、入所者の栄養状態に応じて、計画的に行うべきことを定めたものであ

る。ただし、栄養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる

施設については、併設施設や外部の管理栄養士の協力により行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、歯科医師、看護師、介護支援

専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄

養ケア計画を作成すること。栄養ケア計画の作成に当たっては、施設サービス計画との整合性

を図ること。 
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なお、栄養ケア計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載を

もって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 

ロ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い、管理栄養士が栄養管理を行うとともに、入所者の栄養状

態を定期的に記録すること。 

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直すこ

と。 

ニ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養

管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」（令和３年３月16 日老認発0316 第３号、老老発0316 第２号）第４において示してい

るので、参考されたい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正省

令」という。）附則第８条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31 日ま

での間は、努力義務とされている。 

 

４）口腔衛生の管理 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（第１７条の３）） 

介護老人保健施設は、入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができる

よう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わな

ければならない。 

 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について） 

17 口腔衛生の管理 

基準省令第17 条の３は、介護老人保健施設の入所者に対する口腔衛生の管理について、令和３

年度より口腔衛生管理体制加算を廃止し、基本サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔

の健康状態に応じて、以下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。 

⑴ 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職

員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこと。 

⑵ ⑴の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔衛生の管理体制に

係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見直すこと。なお、口腔衛

生の管理体制に係る計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合はその記載を

もって口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることができるものとすること。 

イ 助言を行った歯科医師 

ロ 歯科医師からの助言の要点 

ハ 具体的方策 

ニ 当該施設における実施目標 

ホ 留意事項・特記事項 
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⑶ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清掃等に係る技

術的助言及び指導又は⑵の計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診

療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第９条において、３年間の

経過措置を設けており、令和６年３月31 日までの間は、努力義務とされている。 

 

 

＜２＞介護保健施設サービス費 

介護保健施設サービス費（Ⅰ） 介護老人保健施設（基本型）に係る施設基準（ⅰ、ⅲ） 

（一）看護職員又は介護職員の数が、常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに

１以上であること。  

（二）通所介護費等の算定方法第１３号ロに規定する基準に〔定員超過・人員基準欠如に〕該当し

ていないこと。  

（三）入所者の居宅への退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上の指導を

行っていること。  

（四）当該施設から退所した者の退所後３０日以内（退所時の要介護状態区分が要介護４又は要介

護５の場合にあっては、１４日以内）に、当該施設の従業者が当該入所者の居宅を訪問し、又は

指定居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の居宅における生活が継

続する見込みであることを確認し、記録していること。  

（五）入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療

法その他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適宜その評価を行っていること。  

（六） 当該施設の医師が、リハビリテーションの実施に当たり、当該施設の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士に対し、入所者に対するリハビリテーションの目的に加えて、リハビリテー

ション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ずリハビリテーションを中止する際の基準、リハ

ビリテーションにおける入所者に対する負荷等のうちいずれか一以上の指示を行うこと。  

（七）次に掲げる計算式により算定した数（在宅復帰・在宅療養支援等指標の合計値）が２０以上

であること。（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J） 

 

【在宅復帰・在宅療養支援等指標】 

Ａ 在宅復帰率  

算定日が属する月の前６月間において、退所者のうち、居宅において介護を受けることとなった

もの（当該施設における入所期間が１月間を超えていた退所者に限る。）の占める割合が５０％

を超える場合は２０、５０％以下かつ３０％を超える場合は１０、３０％以下である場合は０と
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なる数。  

Ｂ ベッド回転率  

30.4を当該施設の平均在所日数で除して得た数が１０％以上である場合は２０、１０％未満かつ

５％以上である場合は１０、５％未満である場合は０となる数。  

Ｃ 入所前後訪問指導割合  

入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者の入所予定日前３０日以内又は入所後７

日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービ

ス計画の策定及び診療方針の決定（退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する

場合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、退所を目的とした施設サー

ビス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合を含む。）を行った者の占める割合が３０％以

上である場合は１０、３０％未満かつ１０％以上である場合は５、１０％未満である場合は０と

なる数。  

Ｄ 退所前後訪問指導割合  

入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者の退所前３０日以内又は退所後３０日以

内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に対して退

所後の療養上の指導を行った者（退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する場

合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行っ

た場合を含む。）の占める割合が３０％以上である場合は１０、３０％未満かつ１０％以上であ

る場合は５、１０％未満である場合は０となる数。  

Ｅ 居宅サービスの実施状況 （令和３年10月１日以降） 

法第八条第五項に規定する訪問リハビリテーション、法第八条第八項に規定する通所リハビリテ

ーション及び法第八条第十項に規定する短期入所療養介護について、当該施設（当該施設に併設

する病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院を含む。）において全てのサービスを実施

している場合は５、いずれか２種類のサービスを実施している場合であって訪問リハ種類のサー

ビスを実施しているときは３、いずれか２種類のサービスを実施している場合であって訪問リハ

施していないときは１、いずれか１種類のサービスを実施している場合又はいずれも実施してい

ない場合は０となる数  

Ｆ リハ専門職員の配置割合 （令和３年10月１日以降） 

当該施設において、常勤換算方法で算定したリハビリテーションを担当する理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士の数を入所者の数で除した数に１００を乗じた数が５以上でありリハビリテ

ーションを担当する理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士のいずれの職種も入所者の数で除し

た数に１００を乗じた数がそれぞれ０．２以上である場合は５、５以上の場合は３、５未満であ

り、かつ、３以上である場合は２、３未満である場合は０となる数  

Ｇ 支援相談員の配置割合  

当該施設において、常勤換算方法で算定した支援相談員の数を入所者の数で除した数に百を乗じ

た数が３以上の場合は５、３未満かつ２以上の場合は３、２未満の場合は０となる数。  

Ｈ 要介護４又は５の割合  

算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、要介護状態区分が要介護４又は要介護５の
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者の占める割合が５０％以上である場合は５、５０％未満かつ３５％以上である場合は３、３

５％未満である場合は０となる数。  

Ｉ 喀痰吸引の実施割合  

算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、喀痰吸引が実施された者の占める割合が１

０％以上である場合は５、１０％未満かつ５％以上である場合は３、５％未満である場合は０と

なる数。  

Ｊ 経管栄養の実施割合  

算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、経管栄養が実施された者の占める割合が１

０％以上である場合は５、１０％未満かつ５％以上である場合は３、５％未満である場合は０と

なる数。 

 

＜算定要件等＞ ※下線部分が変更箇所 

 
 

介護保健施設サービス費（Ⅰ）介護老人保健施設（在宅強化型）に係る施設基準（ⅱ、ⅳ） 

（一）介護老人保健施設（基本型）に係る施設基準（一）から（六）までに該当するものであるこ

と。  

（一）介護老人保健施設（基本型）に係る施設基準（七）に掲げる計算式により算定した数（在宅

復帰・在宅療養支援等指標の合計値）が６０以上であること。  
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（三）地域に貢献する活動を行っていること。  

（四）入所者に対し、少なくとも週３回程度のリハビリテーションを実施していること。 

 

 

介護保健施設サービス費（Ⅱ） 介護療養型介護老人保健施設に係る施設基準（ⅰ、ⅱ） 

（一）平成１８年７月１日から平成３０年３月３１日までの間に転換を行って開設した介護老人保

健施設であること。  

（二）算定日が属する月の前１２月間における新規入所者の総数のうち、医療機関を退院し入所し

た者の占める割合から自宅等（介護保険法に規定する居宅サービス事業、地域密着型サービス事

業、介護予防サービス事業及び地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所並びに他の社会福

祉施設等を除く。病院、診療所及び介護保険施設を除く）から入所した者の占める割合を減じて

得た数が３５％以上であることを標準とすること。ただし、当該基準を満たすことができない特

段の事情（半径４km以内に病床を有する医療機関がないこと、又は、病床数が１９以下である

こと）があるときはこの限りでない。  

（三）算定日が属する月の前３月間における入所者等（短期療養の利用者を含む）のうち、喀痰吸

引若しくは経管栄養が実施された者の占める割合が１５％以上又は著しい精神症状、周辺症状若

しくは重篤な身体疾患が見られ専門医療を必要とする認知症高齢者（日常生活自立度のランクＭ

に該当する者）の占める割合が２０％以上であること。  

（四）介護老人保健施設（基本型）に係る施設基準（一）及び（二）に該当するものであること。  

※ 上記、介護療養型介護老人保健施設に係る施設基準（一）から（四）に該当し、入所者等の

合計数が４０以下である場合、介護保健施設サービス費Ⅲ 介護療養型介護老人保健施設（ⅰ、

ⅱ）により算出する。 

 

介護保健施設サービス費（Ⅳ） 介護老人保健施設（その他型）に係る施設基準（ⅰ、ⅱ） 

（一）看護職員又は介護職員の数が、常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに

１以上であること。  

（二）通所介護費等の算定方法第１３号ロに規定する基準に〔定員超過・人員基準欠如に〕該当し

ていないこと。 
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＜３＞介護報酬に係る加算・減算 

１）安全管理体制未実施減算  ▲１日につき５単位 

［算定基準］注４  

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安全管理体制未実施減算として、１日につ

き５単位を所定単位数から減算する。 

 

［算定基準留意事項］（８）安全管理体制未実施減算について 

安全管理体制未実施減算については、介護老人保健施設基準第36 条第１項に規定する基準を満

たさない事実が生じた場合に、その翌月から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、入

所者全員について、所定単位数から減算することとする。 

なお、同項第４号に掲げる安全対策を適切に実施するための担当者は、令和３年改正省令の施行

の日から起算して６月を経過するまでの間、経過措置として、当該担当者を設置するよう努めるこ

ととしているため、当該期間中、当該減算は適用しない。 

 

※介護老人保健施設基準第36 条第１項  

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第三十六条 介護老人保健施設は、事故の発生又はその再発を防止第三十六条介護老人保健施設は、

事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のた

めの指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、

その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

２～４ 略 

 

２）安全対策体制加算   ２０単位（入所時に１回） 

 

［算定基準留意事項］（44）安全対策体制加算について 

安全対策体制加算は、事故発生の防止のための指針の作成・委員会の開催・従業者に対する研修

の実施及びこれらを適切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加えて、当該担当者が安全

対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対策を実施する体制を備えている場合に評価を行う 

ものである。 

安全対策に係る外部の研修については、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時
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の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであること。令和３年 10 月 31 日までの間にあ

っては、研修を受講予定（令和３年４月以降、受講申込書等を有している場合）であれば、研修を受

講した者とみなすが、令和３年 10 月 31 日までに研修を受講していない場合には、令和３年４月

から 10 月までに算定した当該加算については、遡り返還すること。 

また、組織的な安全対策を実施するにあたっては、施設内において安全管理対策部門を設置し、

事故の防止に係る指示や事故が生じた場合の対応について、適切に従業者全員に行き渡るような体

制を整備していることが必要であること。 

 

※令和 3年介護報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.2）（令和 3年 3月 23日最新情報 vol.948）  

問３９ 安全対策体制加算について、安全対策担当者が安全対策に係る外部における研修を受けて

いることが要件となっているが、どのような研修を想定しているのか。  

【答】 

・本加算は、安全対策担当者が、施設における安全対策についての専門知識等を外部における研

修において身につけ、自施設での事故防止検討委員会等で共有を行い、施設における安全管理体

制をより一層高める場合に評価することとしている。  

・外部の研修は、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時の対応、施設のマネジメ

ント等の内容を含むものであり、関係団体（公益社団法人全国老人福祉施設協議会、公益社団法

人全国老人保健施設協会、一般社団法人日本慢性期医療協会等）等が開催する研修を想定してい

る。 

 

問４０ 安全対策体制加算は、算定要件を満たす施設がサービス提供を行う場合に、入所者につき

入所初日に限り算定できるところ、施設が算定要件を満たすに至った場合に、既に入所している

入所者に対して算定することは可能か。  

【答】安全対策体制加算の算定要件を満たしている状態で新たに入所者を受け入れる場合に、入

所時に限り算定するものであるため、算定要件を満たした後に新規で受け入れた入所者に対して

のみ算定可能である。 

 

 

3）栄養管理の基準を満たさない場合の減算  ▲１日につき１４単位 

 ※ 令和６年３月３１日までの間は経過措置期間 

 

［算定基準］注５  

栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、１日につき 14単位を所定

単位数から減算する。 

 

［算定基準留意事項］⑼ 栄養管理に係る減算について 

栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、介護老人保健施設基準第２条に定める栄養
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士又は管理栄養士の員数若しくは介護老人保健施設基準第 17 条の２（介護老人保健施設基準第 50 

条において準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌々月か

ら基準を満たさない状況が解決されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算さ

れることとする（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

※介護老人保健施設基準第２条 

 一～五 略 

 六 栄養士又は管理栄養士  入所定員百以上の介護老人保健施設六栄養士入所定員百以上の介

護老人保健施設にあっては、一以上 

 七・八 略 

※介護老人保健施設基準第 17 条の２ 

（栄養管理） 

第十七条の二 介護老人保健施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生

活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない 

 

 

４）ターミナルケア加算  

［算定基準］注１５ 

【（ユニット型）介護老人保健施設】（従来型老健）  

死亡日以前３１日以上４５日以下については８０単位／日  

死亡日以前４日以上３０日以下については１６０単位／日   

死亡日の前日及び前々日については８２０単位／日  

死亡日については１６５０単位／日  

【（ユニット型）介護療養型老人保健施設】（転換型老健）  

死亡日以前３１日以上４５日以下については８０単位／日  

死亡日以前４日以上３０日以下については１６０単位／日  

死亡日の前日及び前々日については８５０単位／日  

死亡日については１７００単位／日 

 

死亡月に所定単位数に加算する。ただし、退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定しない。 

 

［算定基準留意事項］⒄ ターミナルケア加算について 

イ ターミナルケア加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない

と診断した入所者について、本人及び家族とともに、医師、看護職員、介護職員、支援相談員、

管理栄養士等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、合意をしながら、

その人らしさを尊重した看取りができるよう支援することを主眼として設けたものである。 

ロ ターミナルケア加算は、利用者等告示第 65 号に定める基準に適合するターミナルケアを受け
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た入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて 45日を上限として、介護老人保健施設において行

ったターミナルケアを評価するものである。死亡前に他の医療機関等に移った場合又は自宅等

に戻った場合には、当該施設においてターミナルケアを直接行っていない退所した日の翌日か

ら死亡日までの間は、算定することができない。（したがって、退所した日の翌日から死亡日ま

での期間が 45 日以上あった場合には、ターミナルケア加算を算定することはできない。） 

なお、ターミナルケアに係る計画の作成及びターミナルケアにあたっては、厚生労働省「人生

の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人

の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必

要な情報の共有等に努めること。 

ハ 介護老人保健施設を退所した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、ターミナル

ケア加算は死亡月にまとめて算定することから、入所者側にとっては、当該施設に入所してい

ない月についても自己負担を請求されることになるため、入所者が退所する際、退所の翌月に

亡くなった場合に、前月分のターミナルケア加算に係る一部負担の請求を行う場合があること

を説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

ニ 介護老人保健施設は、施設退所の後も、継続して入所者の家族指導等を行うことが必要であり、

入所者の家族等との継続的な関わりの中で、入所者の死亡を確認することが可能である。 

ホ 外泊又は退所の当日についてターミナルケア加算を算定できるかどうかは、当該日に所定単位

数を算定するかどうかによる。したがって、入所者が外泊した場合（外泊加算を算定した場合を

除く。）には、当該外泊期間が死亡日以前 45 日の範囲内であれば、当該外泊期間を除いた期間

について、ターミナルケア加算の算定が可能である。 

ヘ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、その

説明日時、内容等を記録するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。 

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来所が見込めないような場合も、

医師、看護職員、介護職員、支援相談員、管理栄養士等が入所者の状態等に応じて随時、入所者

に対するターミナルケアについて相談し、共同してターミナルケアを行っていると認められる

場合には、ターミナルケア加算の算定は可能である。この場合には、適切なターミナルケアが行

われていることが担保されるよう、職員間の相談日時、内容等を記録するとともに、本人の状態

や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来所がなかった旨を記載しておくことが必要である。 

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて重要であり、施設としては、

１度連絡を取ったにもかかわらず来所がなかったとしても、定期的に連絡を取り続け、可能な限

り家族の意思を確認しながらターミナルケアを進めていくことが重要である。 

ト ターミナルケア加算を算定するに当たっては、本人又はその家族が個室でのターミナルケアを

希望する場合には、当該施設は、その意向に沿えるよう考慮すべきであること。なお、個室に移

行した場合の入所者については、注 13 （従来型個室に入所していた者の取扱いについて）に

規定する措置の対象とする。 

※注 13 （従来型個室に入所していた者の取扱いについて） 

 平成１７年９月３０日において従来型個室に入所している者であって、平成１７年１０月１日

以後引き続き従来型個室に入所するもの（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）に対して、介
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護保健施設サービス費を支給する場合は、当分の間、介護保健施設サービス費（Ⅰ）の介護保健

施設サービス費（ｉｉｉ）若しくは（ｉｖ）、介護保健施設サービス費（Ⅱ）の介護保健施設サ

ービス費（ｉｉ）、介護保健施設サービス費（Ⅲ）の介護保健施設サービス費（ｉｉ）又は介護

保健施設サービス費（Ⅳ）の介護保健施設サービス費（ｉｉ）を算定する。  

 

※厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者 

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。  

ロ 入所者又はその家族等の同意を得て、当該入所者のターミナルケアに係る計画が作成されてい

ること。  

ハ 医師、看護師、介護職員、支援相談員、管理栄養士等が共同して、入所者の状態又は家族の求め

等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て、ターミナルケアが行われているこ

と。 

 

 

５）退所時等支援等加算  

（１）退所時等支援加算  

（一）試行的退所時指導加算 ４００単位  

（二）退所時情報提供加算 ５００単位  

（三）入退所前連携加算（Ⅰ）６００単位  

（四）入退所前連携加算（Ⅱ）４００単位  

（２）訪問看護指示加算 ３００単位  

 

（一）試行的退所時指導加算 

【算定基準】 

注１ 退所が見込まれる入所期間が１月を超える入所者をその居宅において試行的に退所させる

場合において、当該入所者の試行的な退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の

療養上の指導を行った場合に、入所中最初に試行的な退所を行った月から３月の間に限り、入

所者１人につき、１月に１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

（二）退所時情報提供加算 

【算定基準】 

注２ 入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、

当該入所者の退所後の主治の医師に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況

を示す文書を添えて当該入所者の紹介を行った場合に、入所者１人につき１回に限り算定する。 

  入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所
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者の同意を得て、当該社会福祉施設等に対して当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。 

 

（三）入退所前連携加算（Ⅰ）６００単位  

【算定基準】 

イ 入所予定日前 30日以内又は入所後 30日以内に、入所者が退所後に利用を希望する指定居宅

介護支援事業者と連携し、当該入所者の同意を得て、退所後の居宅サービス又は地域密着型サ

ービスの利用方針を定めること。 

ロ 入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サ

ービスを利用する場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利用を希望する指

定居宅介護支援事業者に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況を示す文書

を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ

当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用

に関する調整を行うこと。 

 

（四）入退所前連携加算（Ⅱ）４００単位  

【算定基準】 

ロ 入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サ

ービスを利用する場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利用を希望する指

定居宅介護支援事業者に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況を示す文書

を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ

当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用

に関する調整を行うこと。 

＊入退所前連携加算Ⅰ・Ⅱの併算定は不可 

＊入退所前連携加算Ⅰ・Ⅱともに、入所者 1人につき 1回を限度として算定 

 

令和 3年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和 3年 3月 26日最新情報 vol.952） 

問８９ 介護保険施設サービスにおける退所前連携加算における「退所後の居宅における居宅

サービスの利用上必要な調整」とは、具体的にどのような調整が考えられるのか。 

【答】 

例えば、退所後に福祉用具の利用が必要と見込まれる場合においては、福祉用具専門相談

員や居宅サービスを提供する作業療法士等と以下の連携を行うことが考えられる。 退所前か

ら福祉用具専門相談員等と利用者の現状の動作能力や退所後に生じる生活課題等を共有し、

利用者の状態に適した福祉用具の選定を行う。 退所する利用者が在宅で円滑に福祉用具を利

用することができるよう、利用者や家族等に対して、入所中から福祉用具の利用方法等の指

導助言を行う。 
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６） 栄養マネジメント強化加算 

 【算定基準】 

 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健

施設において、入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄養マネジメント強

化加算として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注５を算定している場合

は、算定しない。 

 

【算定基準留意事項】 

①栄養マネジメント強化加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第

65号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるもので

あること。 

② 大臣基準第 65号の３イに規定する常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出方法は、以下

のとおりとする。なお、当該算出にあたり、調理業務の委託先において配置される栄養士及び

管理栄養士の数は含むことはできないこと。また、給食管理を行う常勤の栄養士が１名以上配

置されている場合は、管理栄養士が、給食管理を行う時間を栄養ケア・マネジメントに充てら

れることを踏まえ、当該常勤の栄養士１名に加えて、管理栄養士を常勤換算方式で、入所者の

数を 70 で除して得た数以上配置していることを要件とするが、この場合における「給食管

理」とは、給食の運営を管理として行う、調理管理、材料管理、施設等管理、業務管理、衛生

管理及び労働衛生管理を指すものであり、これらの業務を行っている場合が該当すること。な

お、この場合においても、特別な配慮を必要とする場合など、管理栄養士が給食管理を行うこ

とを妨げるものではない。 

イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職員が勤務すべき時間で除する

ことによって算出するものとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得

ない事情により、配置されていた職員数が一時的に減少した場合は、１月を超えない期間内に

職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 

ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31日

をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合

は推定数による。）。この場合、入所者数の平均は、前年度の全入所者の延数を当該前年度の日

数で除して得た数とする。この平均入所者の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げ

るものとする。 

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管

理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」第４に基づき行うこと。ただし、低栄養状態のリスクが中リスク者のうち、経口による食

事の摂取を行っておらず、栄養補給法以外のリスク分類に該当しない場合は、低リスク者に準

じた対応とすること。 

④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対し、管理栄養士等が以下の

対応を行うこと。 
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イ 基本サービスとして、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種

の者が共同して作成する栄養ケア計画に、低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法や

食事の観察の際に特に確認すべき点等を示すこと。 

ロ 当該栄養ケア計画に基づき、食事の観察を週３回以上行い、当該入所者の栄養状態、食事摂

取量、摂食・嚥下の状況、食欲・食事の満足感、嗜好を踏まえた食事の調整や、姿勢、食具、

食事の介助方法等の食事環境の整備等を実施すること。食事の観察については、管理栄養士が

行うことを基本とし、必要に応じ、関連する職種と連携して行うこと。やむを得ない事情によ

り、管理栄養士が実施できない場合は、介護職員等の他の職種の者が実施することも差し支え

ないが、観察した結果については、管理栄養士に報告すること。 

なお、経口維持加算を算定している場合は、当該加算算定に係る食事の観察を兼ねても差し

支えない。 

ハ 食事の観察の際に、問題点が見られた場合は、速やかに関連する職種と情報共有を行い、必

要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

ニ 当該入所者が退所し、居宅での生活に移行する場合は、入所者又はその家族に対し、管理栄

養士が退所後の食事に関する相談支援を行うこと。また、他の介護保険施設や医療機関に入所

（入院）する場合は、入所中の栄養管理に関する情報（必要栄養量、食事摂取量、嚥下調整食

の必要性（嚥下食コード）、食事上の留意事項等）を入所先（入院先）に提供すること。 

⑤低栄養状態のリスクが低リスクに該当する者については、④ロに掲げる食事の観察の際に、あ

わせて食事の状況を把握し、問題点がみられた場合は、速やかに関連する職種と情報共有し、

必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

⑥ 大臣基準第 65号の３ニに規定する厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用い

て行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システ

ム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、

利用者の状態に応じた栄養ケア計画の作成（Ｐｌａｎ）、当該計画に基づく支援の提供（Ｄｏ）、

当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Ａｃ

ｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

 

７）経口移行加算  ２８単位／日 

【算定基準】 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準（※定員超過、人員基準違反でないこと。）に適合する介護

老人保健施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護

支援専門員その他の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごと

に経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であって、当該
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計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又

は看護職員による支援が行われた場合は、当該計画が作成された日から起算して１８０日

以内の期限に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注５を算定して

いる場合は、算定しない。 

２ 経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行

う栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が行う支援が、当該計画が作成された日から起算

して１８０日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能

な者であって、医師の指示に基づき継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管

理及び支援が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。 

 

【算定基準留意事項】 

① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に係るものについては、次に

掲げるイからハまでの通り、実施するものとすること。 

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事の摂取を進めるための栄養管

理及び支援が必要であるとして、医師の指示を受けた者を対象とすること。医師、歯科医師、管

理栄養士、看護師、言語聴覚士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、経口による食事

の摂取を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること（栄養ケア計画

と一体のものとして作成すること。）。また、当該計画については、経口による食事の摂取を進め

るための栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

なお、介護保健施設サービスにおいては、経口移行計画に相当する内容を施設サービス計画の

中に記載する場合は、その記載をもって経口移行計画の作成に代えることができるものとする。 

ロ 当該計画に基づき、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援を実施すること。

経口移行加算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂取を終了

した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して、１

８０日以内の期間に限るものとして、それを超えた場合においては、原則として当該加算は算

定しないこと。 

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が、入所者又はその家族の同意を得ら

れた日から起算して、１８０日を超えて実施される場合でも、経口による食事の摂取が一部可

能なものであって、医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養

管理及び支援が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。

ただし、この場合において、医師の指示はおおむね２週間ごとに受けるものとすること。 

② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚥性肺炎の危険も生じうることか

ら、次のイからニまでについて確認した上で実施すること。 

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、現疾患の病態が安定してい

ること）。 

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。 

ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激による喉頭拳上が認められること。）。 

二 咽頭内容物を吸収した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこと。 
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③ 経口移行加算を１８０日間にわたり算定した後、経口摂取に移行できなかった場合に、期間を

空けて再度経口摂取に移行するための栄養管理及び支援を実施した場合は、当該加算は算定で

きないものとすること。 

④ 入所者の口腔状態によっては、歯科医療における対応を要する場合も想定されることから、必

要に応じて、介護支援専門員を通じて主治の歯科医師への情報提供を実施するなどの適切な措

置を講じること。 

 

令和 3年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和 3年 3月 26日最新情報 vol.952） 

（問９０） 運営基準における栄養管理、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加 

算の算定にあたって歯科医師の関与や配置は必要か。 

【答】 

多職種共同で計画を立案する必要があるが、歯科医師の関与及び配置は必須ではなく、 

必要に応じて行うものである。 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問 71 の修 

正。 

 

（問９１）経口移行加算の算定に当たっては、管理栄養士の配置は必須なのか。 

【答】 

本加算の算定要件としては管理栄養士の配置は必須ではないが、栄養管理に係る減算に該当す

る場合は、算定しない。 

 

８）経口維持加算 

（１）経口維持加算（Ⅰ）４００単位／月 

（２）経口維持加算（Ⅱ）１００単位／月 

【算定基準】 

 

注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健施設において、現に経

口により食事を摂取る介護老人保健施設において、現に経口により食事を摂取する者であって、

摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医

師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他、歯科医師、管理栄養士、看護師、

介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び

会議等を行い、入所者ごとに、経口による継事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口に

よる継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であって、当該計画

に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を指示受け

る管理栄養士等が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄

養管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの注５又は経口移

行加算を算定している場合は算定しない。 
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２ (2)については、協力歯科医療機関を定めている介護老人保健施設が、経口維持加算（Ⅰ）を

算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の接種を支援するための食事の

観察及び会議等に、医師（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第２

条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場

合は、１月につき所定単位数を加算する。 

 

【算定基準留意事項】 

①経口維持加算（Ⅰ）については、次に掲げるイからハまでの通り、実施するものとすること。 

イ 現に経口により食事を摂取している者であって、摂食機能障害（食事の摂取に関する認知機能の

低下を含む。以下同じ。）を有し、水飲みテスト（「氷砕片飲み込み検査」、「食物テスト（ｆｏｏｄ 

ｔｅｓｔ）」、「改訂水飲みテスト」などを含む。以下同じ。）、頸部聴診法、造影撮影（医科診療報

酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。以下同じ。）、内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭フ

ァイバースコピー」をいう。以下同じ。）等により誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合

及び食事の摂取に関する認知機能の低下により誤嚥の有無に関する検査を実施することが困難で

ある場合を含む。以下同じ。）ことから、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管

理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。ただし、

歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等が、対象となる入所者に

対する療養のために必要な栄養の指導を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限

る（以下同じ。）。 

ロ 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、介護支援専門員その他の職

種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、継続して経口

による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を示した経口維持計画の作成を行うととも

に、必要に応じた見直しを行うこと。また、当該経口維持計画の作成及び見直しを行った場合に

おいては、特別な管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、介

護福祉施設サービスにおいては、経口維持計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載す

る場合は、その記載をもって経口維持計画の作成に代えることができるものとすること。 

入所者の栄養管理をするための会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

ハ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「特別な管理」とは、入所者の誤嚥を防止

しつつ、継続して経口による食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等における適切な配

慮のことをいう。 

②経口維持加算（Ⅱ）における食事の観察及び会議等の実施に当たっては、医師（指定介護老人福祉 

施設基準第２条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士の

いずれか１名以上が加わることにより、多種多様な意見に基づく質の高い経口維持計画を策定し

た場合に算定されるものであること。 

③経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定に当たり実施する食事の観察及び会議等は、 
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関係職種が一堂に会して実施することを想定しているが、やむを得ない理由により、参加するべ

き者の参加が得られなかった場合は、その結果について終了後速やかに情報共有を行うことで、

算定を可能とする。 

④ 管理体制とは、食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医師との緊密な連携等が迅速に行われる

体制とすること。 

 

令和 3年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和 3年 3月 26日最新情報 vol.952） 

（問９０） 運営基準における栄養管理、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加 

算の算定にあたって歯科医師の関与や配置は必要か。 

【答】 

多職種共同で計画を立案する必要があるが、歯科医師の関与及び配置は必須ではなく、 

必要に応じて行うものである。 

 

（問９２）原則、６月以内に限るとする算定要件が廃止されたが、６月を超えた場合の検査や

おおむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示も不要となるか。 

【答】 

原則、６月以内に限るとする算定要件の廃止に伴い、６月を超えた場合の水飲みテスト、頸

部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等やおおむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示に係る要件

は廃止となったものの、月１回以上行うこととされている食事の観察及び会議等において、検

査や誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理を行う必要性について検討し、必

要に応じて対応されたい。 

 

（問９３）経口維持加算の算定に当たっては、管理栄養士や看護師の配置は必須なのか。 

【答】 

本加算の算定要件としては管理栄養士や看護師の配置は必須ではないが、栄養管理に係る減

算に該当する場合は、算定しない。 

 

（問９４）水飲みテストとはどのようなものか。 

【答】 

経口維持加算は、入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていることが

必要である。代表的な水飲みテスト法である窪田の方法（窪田俊夫他：脳血管障害における麻

痺性嚥下障害－スクリーニングテストとその臨床応用について。総合リハ、10（2）：271－276、

1982）をお示しする。 
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９）口腔衛生管理加算 

 （１）口腔衛生管理加算（Ⅰ） ９０単位／月 

（２）口腔衛生管理加算（Ⅱ） １１０単位／月 

 

【算定基準】 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健施設において、入所者に対し、歯科

衛生士が口腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる

所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

※厚生労働大臣が定める基準 六十九  

イ 口腔衛生管理加算（Ⅰ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者

の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。 

（２） 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月二回以上行

うこと。 

（３） 歯科衛生士が、（１）における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対

し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。 

（４） 歯科衛生士が、（１）における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ

対応すること。 

（５） 通所介護費等算定方法第十号、第十二号、第十三号及び第十五号に規定する基準のいずれ

にも該当しないこと。 

ロ 口腔衛生管理加算（Ⅱ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２） 入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の管理の実施

に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

ていること。 

 

【算定基準留意事項】 

① 口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が施設の入所者に対して口

腔衛生の管理を行い、当該入所者に係る口腔清掃等について介護職員へ具体的な技術的助言及び

指導をした場合において、当該入所者ごとに算定するものである。 

② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実施

する同一月内において医療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族等に

確認するとともに、当該サービスについて説明し、その提供に関する同意を得た上で行うこと。 

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛生の管理を行う歯科衛生士は、口腔

に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容のう
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ち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管理を行うにあたり配慮すべき事項とす

る。）、当該歯科衛生士が実施した口腔衛生の管理の内容、当該入所者に係る口腔清掃等につい

て介護職員への具体的な技術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記録を

別紙様式３を参考として作成し、当該施設に提出すること。当該施設は、当該記録を保管すると

ともに、必要に応じてその写しを当該入所者に対して提供すること。 

④ 当該歯科衛生士は、介護職員から当該入所者の口腔に関する相談等に必要に応じて対応すると

ともに、当該入所者の口腔の状態により医療保険における対応が必要となる場合には、適切な歯

科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設への情報提供を行うこと。 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出

情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、入所

者の状態に応じた口腔衛生の管理の内容の決定（Ｐｌａｎ）、当該決定に基づく支援の提供（Ｄ

ｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえた当該支援内容の見直し・改

善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行う

こと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 

⑥ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても算定できる

が、訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導料が３回以上

算定された場合には算定できない。 

 

 

令和3年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和3年3月26日最新情報vol.952） 

 

（問９５）口腔衛生管理加算の算定に当たって、作成することとなっている「口腔衛生管理加算

の実施計画」はサービスを提供する利用者毎に作成するのか。 

【答】貴見のとおり。 

 

（問９６）口腔衛生管理加算における「歯科衛生士」とは、施設職員に限定されるのか。もしく

は、協力歯科医療機関等の歯科衛生士でもよいのか。 

【答】 

施設と雇用関係にある歯科衛生士（常勤・非常勤を問わない）または、協力歯科医療機関等に

属する歯科衛生士のいずれであっても算定可能である。 

ただし、算定にあたっては、協力歯科医療機関等の歯科医師の指示が必要である。 

 

（問９７）歯科衛生士による口腔衛生等の管理が月２回以上実施されている場合に算定できるこ

ととされているが、月途中から介護保険施設に入所した者について、入所月は月２回に満たない
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場合であっても算定できるのか。満たない場合であっても算定できるのか。 

【答】 

月途中からの入所であっても月２回以上の口腔衛生等の管理が実施されていない場合には算定

できない。 

 

（問９８）口腔衛生管理加算は、歯科衛生士による口腔衛生等の管理が月２回以上実施されてい

る場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は２回分の

実施とするのか。 

【答】 

同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は、１回分の実施となる。 

 

 

１０）かかりつけ医連携薬剤調整加算  

 （１）かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）１００単位 

（２）かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）２４０単位 

（３）かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）１００単位 

（入所者１人につき１回を限度） 

 

※厚生労働大臣が定める基準 九十一の二 

イ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師又は薬剤師が高齢者の薬物療法

に関する研修を受講していること。 

（２）入所後一月以内に、状況に応じて当該入所者の処方の内容を変更する可能性があることに

ついて当該入所者の主治の医師に説明し、当該主治の医師が合意していること。 

（３）入所中に服用薬剤の総合的な評価を行い、評価の内容及び入所時と退所時の処方の内容に

変更がある場合は変更の経緯、変更後の入所者の状態等について、退所時又は退所後一月以内

に当該入所者の主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載していること。 

 

ロ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）を算定していること。 

（２）当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報その

他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

ハ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）を算定していること。 

（２）当該入所者に六種類以上の内服薬が処方されており、介護老人保健施設の医師と当該入

所者の主治の医師が共同し、入所中に当該処方の内容を総合的に評価及び調整し、介護老人
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保健施設の医師が、当該入所者に処方する内服薬について、入所時に処方されていた内服薬

の種類に比べて一種類以上減少させること。 

（３）退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されていた内服薬の種類

に比べて一種類以上減少していること。 

 

【算定基準留意事項】 

(29) かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)について 

① かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)は、入所者の薬物療法について、入所中の総合的な評価並

びに入所時及び退所時における当該入所者の主治の医師との連携を評価するものであること。 

② 入所後１月以内に、別紙様式８を参考に、状況に応じて当該入所者の処方の内容を変更する可

能性があることについて主治の医師に説明し、合意していること。その際、処方経緯等の情報を

収集することが望ましいこと。 

③ 入所中は、複数の薬剤の投与により期待される効果と副作用の可能性等について、当該入所者

の病状及び生活状況等に伴う服薬アドヒアランスの変動等について十分に考慮した上で、総合的

に評価を行うこと。 

④ 総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労

働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）及び日本

老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。 

⑤ 退所時又は退所後１月以内に、別紙様式９を参考に、評価の内容、処方内容の変更の理由・経

緯、変更後の状態等について、主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載している

場合に、当該入所者一人につき１回を限度として、当該入所者の退所時に所定単位数を加算す

る。 

⑥ 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師又は常勤の薬剤師が、高齢者の薬物

療法に関する内容を含む研修を受講していること。ただし、高齢者の薬物療法に関する十分な経

験を有する医師又は薬剤師については、高齢者の薬物療法に関する研修を受講した者とみなす。

また、令和３年10 月31 日までの間にあっては、研修を受講予定（令和３年４月以降、受講申

込書などを持っている場合）であれば、研修を受講した者とみなすが、10 月31 日までに研修

を受講していない場合には、４月から10 月までに算定した当該加算については、遡り返還する 

こと。 

⑦ 令和３年３月31 日までに入所した者について、処方内容の変更について主治の医師と合意し

ており、③、⑤及び⑥を満たす場合は、算定できる。 

 

(30) かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)について 

① かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)の算定要件を満たすこと。 

② 入所期間が３月以上であると見込まれる入所者であること。 

③ 厚生労働省への情報の提出は、入所期間が３月を超えると見込まれる入所者について、ＬＩＦ

Ｅを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報

システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ
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いて」を参照されたい。サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバ

ック情報を活用し、入所者の病状、服薬アドヒアランス等に応じた処方の検討（Plan）、当該検

討に基づく処方（Do）、処方後の状態等を踏まえた総合的な評価（Check）、その評価結果を

踏まえた処方継続又は処方変更（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サー

ビスの質の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する

能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。 

 

(31) かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅲ)について 

① かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)の算定要件を満たすこと。 

② 内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されている入所者に対して、入所

中に当該処方の内容を介護老人保健施設の医師と当該入所者の主治の医師が共同し、総合的に評

価及び調整を行い、介護老人保健施設の医師が、当該入所者に処方する内服薬について、入所時

に処方されていた内服薬の種類に比べ１種類以上減少させ、かつ、退所時において処方されてい

る内服薬の種類が、入所時に比べ継続して１種類以上減少している場合に、当該入所者一人につ

き１回を限度として、当該入所者の退所時に所定単位数を加算する。 

③ 入所時において当該入所者が処方されている内服薬のうち、頓服薬については内服薬の種類数

から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数か

ら除外する。 

④ 当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒

剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。 

⑤ 当該加算を算定するに当たっては、合意した内容や調整の要点を診療録に記載する。 

 

令和3年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和3年3月26日最新情報vol.952） 

（問１０５）かかりつけ医連携薬剤調整加算については、介護老人保健施設の医師、または常

勤の薬剤師が、高齢者の薬物療法に関する内容を含む研修を受講していることとされている

が、全国老人保健施設協会、日本病院薬剤師会などの団体が開催する研修において、高齢者の

薬物療法に関する内容として、加齢に伴う身体機能・薬物動態の変化、慎重な投与を要する医

薬品等の内容を含む場合は、加算の算定要件に適合すると考えて差し支えないか。 

【答】 

・差し支えない。 

・なお、研修を受けた常勤の薬剤師は、入所者やその家族、他職種等から薬剤やその影響等の

情報収集を行い、必要な情報を医師に報告するとともに、処方変更の具体的な提案や副作用の

発現モニタリング、処方変更後の経過確認、退所に向けた用法整理等の提案等を行うこと。 
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１１）所定疾患施設療養費 

 

【算定基準】 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健において、別に厚生労働大臣が定

める入所者に対し、施設において、別に厚生労働大臣が定める入所者に対し、投薬、検査、注

射、処置等を行った場合（肺炎の者又は尿路感染症の者に対しては診療に当たり検査を行った

場合に限る。）は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる所定単位数を算定する。ただ

し、次に掲げるいずれかの施設療養費を算定している場合においては、次に掲げるその他の施

設療養費は算定しない。 

（１）所定疾患施設療養費（Ⅰ）２３９単位／日  

（２）所定疾患施設療養費（Ⅱ）４８０単位／日 

 

注２ 所定疾患施設療養費は同一の入所者について１月に１回、連続する７日を限度として算定

し、所定疾患施設療費(Ⅱ)は同一の入所者について１月に１回、連続する10日を限度として算

定する。 

 

注３ 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。 

 

※厚生労働大臣が定める基準 九十二 

イ 介護保健施設サービスにおける所定疾患施設療養費（Ⅰ）の基準 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

(1)診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等（近隣の医療機関と連携し実

施した検査等を含む。）の内容等を診療録に記載していること。 

 (2) 所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における当

該入所者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を公表していること 

ロ 介護保健施設サービスにおける所定疾患施設療養費（Ⅱ）の基準 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

 (1)診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容

等（近隣の医療機関と連携し実施した検査等を含む。）を診療録に記載していること。 

(2)所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における当

該入所者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を公表していること。 

(3)当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する研修を受

講していること。 

 

【算定基準留意事項】(33)(34) 

○所定疾患施設療養費（Ⅰ）・所定疾患施設療養費（Ⅱ）共通 

②所定疾患施設療養費と緊急時施設療養費は同時に算定することはできない。 
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③対象の入所者は次のいずれかに該当する者であること。 

・肺炎の者 

・尿路感染症の者 

・帯状疱疹の者 

・蜂窩織炎の者 

④ 肺炎及び尿路感染症については、検査を実施した場合のみ算定できるものであること。 

⑥当該加算の算定開始後は、治療の実施状況について公表することとする。公表に当たって

は、介護サービス情報の公表制度を活用する等により、前年度の当該加算の算定状況を報告

すること。 

 

○所定疾患施設療養費（Ⅰ）のみ 

 ①所定疾患施設療養費は、肺炎等により治療を必要とする状態となった入所者に対し、治療管

理として投薬、検査、注射、処置等が行われた場合に、１回に連続する７日を限度とし、月

１回に限り算定するものであるので、１月に連続しない１日を７回算定することは認められ

ない。 

⑤ 算定する場合にあっては、診断名、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置の

内容等を診療録に記載しておくこと。なお、近隣の医療機関と連携した場合であっても、同

様に、医療機関で行われた検査、処置等の実施内容について情報提供を受け、当該内容を診

療録に記載しておくこと。 

 

○所定疾患施設療養費（Ⅱ）のみ 

① 所定疾患施設療養費(Ⅱ)については、肺炎等により治療を必要とする状態となった入所者

に対し、治療管理として投薬、検査、注射、処置等が行われた場合に、１回に連続する10 

日を限度とし、月１回に限り算定するものであるので、１月に連続しない１日を10 回算定

することは認められないものであること。 

⑤算定する場合にあっては、診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、実施した投薬、検

査、注射、処置等の内容等を診療録に記載していること。なお、近隣の医療機関と連携した

場合であっても、同様に、医療機関で行われた検査、処置等の実施内容について情報提供を

受け、当該内容を診療録に記載しておくこと。 

 また、抗菌薬の使用にあたっては、薬剤耐性菌にも配慮するとともに、肺炎、尿路感染症及

び帯状疱疹の検査・診断・治療に関するガイドライン等を参考にすること。 

⑦当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する内容（肺

炎、尿路感染症及び帯状疱疹に関する標準的な検査・診断・治療等及び抗菌薬等の適正使

用、薬剤耐性菌）を含む研修を受講していること。ただし、感染症対策に関する十分な経験

を有する医師については、感染症対策に関する研修を受講した者とみなす。また、平成30年

10月31日までの間にあっては、研修を受講予定（平成30年４月以降、受講申込書などを持

っている場合）であれば、研修を受講した者とみなすが、10月31日までに研修を受講して

いない場合には、４月～10月に算定した当該加算については、遡り過誤請求を行うこと。 
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令和3年Ｑ＆Ａ（vol.2）（令和3年3月23日最新情報vol.948） 

問４３ 所定疾患施設療養費（Ⅱ）については、介護老人保健施設の医師が、感染症対策に関

する内容（肺炎、尿路感染症、帯状疱疹及び蜂窩織炎に関する標準的な検査・診断・治療等及

び抗菌薬等の適正使用、薬剤耐性菌）を含む研修を受講していることとされているが、公益社

団法人全国老人保健施設協会などの団体が開催する研修において、感染症対策に関する内容と

して、肺炎、尿路感染症、帯状疱疹及び蜂窩織炎に関する標準的な検査・診断・治療等及び抗

菌薬等の適正使用、薬剤耐性菌の内容を含む場合は、加算の算定要件に適合すると考えて差し

支えないか。 

（答） 差し支えない。 

 

 

 

１２）リハビリテーションマネジメント計画書情報加算  ３３単位／月 

 

【算定基準】 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施

設において、リハビリテーションを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

⑴ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出しているこ

と。 

⑵ 必要に応じてリハビリテーション実施計画の内容を見直す等、リハビリテーションの実施に当

たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用

していること。 

 

【算定基準留意事項】(39) リハビリテーションマネジメント計画書情報加算について 

① 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出

情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

② サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利

用者の状態に応じたリハビリテーション実施計画の作成（Plan）、当該計画に基づくリハビリテ

ーションの実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見

直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行

うこと。なお、評価は、リハビリテーション実施計画書に基づくリハビリテーションの提供開始

からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごとに行うものであること。 

③ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 
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令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.2）（令和 3 年 3 月 23 日最新情報 vol.948） 

（問４２）リハビリテーションマネジメント計画書情報加算並びに理学療法、作業療法及び言語

聴覚療法に係る加算について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実

施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」別紙様式２－２－１

および２－２－２（リハビリテーション計画書）にある「計画作成日」「担当職種」「健康状態、経

過（原因疾病及び合併疾患・コントロール状態に限る）」「日常生活自立度又は認知症高齢者の日

常生活自立度判定基準」「心身機能・構造」「活動（基本動作、活動範囲など）」「活動（ＡＤＬ）」

「リハビリテーションの短期目標（今後３カ月）」「リハビリテーションの長期目標」「リハビリテ

ーションの終了目安」「社会参加の状況」「リハビリテーションサービス（目標、担当職種、具体的

支援内容、頻度及び時間に限る）」の各項目に係る情報を全て提出しフィードバックを受けること

ができる。 

このフィードバック情報を活用することで、利用者等の状態やケアの実績の変化等を踏まえたケ

ア計画等の見直し・改善を行った場合は、別紙様式１から５までに係るその他の情報を提出して 

いない場合であっても算定可能と考えて差し支えないか。 

【答】 

差し支えない。 

 

１３）認知症専門ケア加算  

【算定基準】 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設が、別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 （１）認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位／日 

 （２）認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位／日 

 

※厚生労働大臣が定める基準 

イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

①入所者の総数のうち、対象者の占める割合が１／２以上（届出日の属する月の前３月の各月末時

点の平均で算定）であること。 

②認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者数が２０人未満の場合は１以上、２

０人以上の場合は「１＋（対象者数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１）」以上配置

し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。 

③従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催

していること。 
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ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 

①認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に適合していること。 

②認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケ

アの指導等を実施していること。 

③介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施

又は実施を予定していること。 

 

【算定基準留意事項】 (35)  認知症専門ケア加算について 

① 「日常に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知

症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する入所者を指すものとする。 

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成 

18 年３月 31 日老発第 0331010 号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護実践者等養成事業 

の円滑な運営について」（平成 18 年３月 31 日老計第 0331007 号厚生労働省計画課長通知） 

に規定する「認知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

③ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

④ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」、

「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研修」及

び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

 

令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.4）（令和 3 年 3 月 26 日最新情報 vol.952） 

（問２９）認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や「認

知症介護の指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どのような

ものがあるか。 

【答】 

・現時点では、以下のいずれかの研修である。 

①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修 

②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」および「精神看護」の専門看護師教

育課程 

③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」 

・ただし、③については認定証が発行されている者に限る。 
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１４）褥瘡マネジメント加算  

 

【算定基準】 

注 イ⑴、ロ⑴について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に

届け出た介護老人保健施設において、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 （１）褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） ３単位 

 （２）褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） １３単位 

 

※厚生労働大臣が定める基準 七十一の二 

イ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）入所者又は利用者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時又は利用開始

時に評価し、その後少なくとも三月に一回評価するとともに、その評価結果等の情報を厚生労働

省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のため

に必要な情報を活用していること。 

（２）（１）の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者ごとに、医師、

看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する

褥瘡ケア計画を作成していること。 

（３）入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容

や入所者又は利用者の状態について定期的に記録していること。 

（４）（１）の評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者又は利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直

していること。 

ロ 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）から（４）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２）イ（１）の評価の結果、施設入所時又は利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入

所者又は利用者について、褥瘡の発生のないこと。 

 

【算定基準留意事項】(40) 褥瘡マネジメント加算について 

① 褥瘡マネジメント加算は、褥瘡管理に係る質の向上を図るため、多職種の共同により、入所者が

褥瘡管理を要する要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成（Plan）、当該計画に基づく褥瘡管理

の実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該計画の見直し（Action）

といったサイクル（以下この(40)において「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に褥瘡

管理に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

②褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第７

１号の２イに掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員（褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）

又は（Ⅲ）を算定する者を除く。）に対して算定できるものであること。 
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③ 大臣基準第 71 号の２イ⑴の評価は、別紙様式５を用いて、褥瘡の状態及び褥瘡の発生と関連の

あるリスクについて実施すること。 

④ 大臣基準第 71 号の２イ⑴の施設入所時の評価は、大臣基準第 71 号の２イ⑴から⑷までの要

件に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降の新規入所者

については、当該者の施設入所時に評価を行うこととし、届出の日の属する月の前月において既

に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介護記録等に基づき、施設入所時に

おける評価を行うこと。 

⑤ 大臣基準第 71 号の２イ⑴の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、

適宜活用されるものである。 

⑥ 大臣基準第 71 号の２イ⑵の褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参考にし

ながら、入所者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項や、

入所者の状態を考慮した評価を行う間隔等を検討し、別紙様式５を用いて、作成すること。なお、

介護福祉施設サービスにおいては、褥瘡ケア計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載

する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることができるものとするが、下線又

は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。 

⑦ 大臣基準第 71 号の２イ⑶において、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際には、褥瘡ケ

ア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑧ 大臣基準第 71 号の２イ⑷における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実施上の問題（褥

瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直

ちに実施すること。その際、ＰＤＣＡの推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図る観点から、ＬＩ

ＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑨褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）は、褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、

④の評価の結果、施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、施設入所

日の属する月の翌月以降に別紙様式５を用いて評価を実施し、当該月に別紙様式５に示す持続す

る発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発症がない場合に、所定単位数を算定できるものとする。ただし、施

設入所時に褥瘡があった入所者については、当該褥瘡の治癒後に、褥瘡の再発がない場合に算定

できるものとする。 

⑩褥瘡マネジメント加算（Ⅲ）は、令和３年３月３１日において、令和３年度改定前の褥瘡マネジメ

ント加算に係る届出を行う施設について、今後ＬＩＦＥを用いた情報の提出に切り替えるように

必要な検討を行うことを前提に、経過措置として、令和３年度末まで、従前の要件での算定を認

めるものである。 

⑪ 褥瘡管理に当たっては、施設ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管理に係るマニュアル

を整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましいものであること。 
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令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和 3 年 3 月 26 日最新情報 vol.952） 

（問１０４）褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）について、施設入所後に褥瘡が発生し、治癒後に再発

がなければ加算の算定は可能か。 

【答】 

 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）は、施設入所時に褥瘡の発生するリスクがあった入所者につい

て、褥瘡の発生がない場合に算定可能である。施設入所時に褥瘡の発生するリスクがあった

入所者について、入所後に褥瘡が発生した場合はその期間褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）を算

定できず、褥瘡の治癒後に再発がない場合は褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）を算定できる。 

 

１５）排せつ支援加算 

 

【算定基準】 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設において、継続的当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

 （１）排せつ支援加算（Ⅰ） １０単位 

 （２）排せつ支援加算（Ⅱ） １５単位 

 （３）排せつ支援加算（Ⅲ） ２０単位 

 

※厚生労働大臣が定める基準 七十一の三 

イ 排せつ支援加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）入所者又は利用者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看

護師が施設入所時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも六月に一回評価するとともに、そ

の評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、排せつ支援の実施に当たって、当該情報その他排せ

つ支援の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（２）（１）の評価の結果、排せつに介護を要する入所者又は利用者であって、適切な対応を行うこ

とにより、要介護状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、当該入所者又は利用者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づ

いた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。 

（３）（１）の評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者又は利用者ごとに支援計画を見直して

いること。 

ロ 排せつ支援加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）から（３）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一）イ（１）の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時又は利用開始

時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がない
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こと。 

（二）イ（１）の評価の結果、施設入所時又は利用開始時におむつを使用していた者であって要介護

状態の軽減が見込まれるものについて、おむつを使用しなくなったこと。 

ハ 排せつ支援加算（Ⅲ） イ（１）から（３）まで並びにロ（２）（一）及び（二）に掲げる基準

のいずれにも適合すること。 

 

【算定基準留意事項】(41) 排せつ支援加算について 

① 排せつ支援加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多職種の共同により、入所者が排せつに

介護を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、当該支援計画に基づく排せつ支援の

実施（Do）、当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）

といったサイクル（以下この(36)において「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に排せ

つ支援の質の管理を行った場合に加算するものである。 

②排せつ支援加算（Ⅰ）は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第 71号の３

に掲げる要件を満たした場合に、当該入所者全員（排せつ支援加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定する者

を除く。）に対して算定できるものであること。 

③ 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ適切な介護が提供されていることを前提としつつ、

さらに特別な支援を行うことにより、施設入所時と比較して排せつの状態が改善することを評価

したものである。したがって、例えば、施設入所時において、入所者が尿意・便意を職員へ訴える

ことができるにもかかわらず、職員が適時に排せつを介助できるとは限らないことを主たる理由

としておむつへの排せつとしていた場合、支援を行って排せつの状態を改善させたとしても加算

の対象とはならない。 

④ 大臣基準第 71 号の３イ⑴の評価は、別紙様式６を用いて、排尿・排便の状態及びおむつ使用の

有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれらの３か月後の見込みについて実施する。 

⑤ 大臣基準第 71 号の３イ⑴の施設入所時の評価は、大臣基準第 71 号の３イ⑴から⑶までの要

件に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降の新規入所者

については、当該者の施設入所時に評価を行うこととし、届出の日の属する月の前月以前から既

に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介護記録等に基づき、施設入所時に

おける評価を行うこと。 

⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開始前に医師へ報告

することとする。また、医師と連携した看護師が④の評価を行う際、入所者の背景疾患の状況を

勘案する必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑦ 大臣基準第 71 号の３イ⑴の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、

適宜活用されるものである。 

⑧ 大臣基準第 71 号の３イ⑵の「排せつに介護を要する入所者」とは、要介護認定調査の際に用い

られる「認定調査員テキスト 2009 改訂版（平成 30 年４月改訂）」の方法を用いて、排尿又は
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排便の状態が、「一部介助」若しくは「全介助」と評価される者又はおむつを使用している者をい

う。 

⑨ 大臣基準第 71 号の３イ⑵の「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる」

とは、特別な支援を行わなかった場合には、当該排尿若しくは排便又はおむつ使用にかかる状態

の評価が不変又は低下となることが見込まれるものの、適切な対応を行った場合には、排尿又は

排便の状態の少なくとも一方が改善又はおむつ使用ありから使用なしに改善すること、あるいは、

排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善する

ことが見込まれることをいう。 

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、対象者が排せつに介護を要

する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいて、別紙様式６の様式を用いて支援計画を作

成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は、④の評価を行った医師又は看護師、介護

支援専門員、及び支援対象の入所者の特性を把握している介護職員を含むものとし、その他、疾

患、使用している薬剤、食生活、生活機能の状態等に応じ薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業

療法士等を適宜加える。なお、介護福祉施設サービスにおいては、支援計画に相当する内容を施

設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって支援計画の作成に代えることができる

ものとするが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。 

⑪ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が取れた計画を、個々の入所者の特性に

配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意する。また、支援

において入所者の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、入所者及びその家族に対し、排

せつの状態及び今後の見込み、支援の必要性、要因分析並びに支援計画の内容、当該支援は入所

者及びその家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場合に行うものであること、

及び支援開始後であってもいつでも入所者及びその家族の希望に応じて支援計画を中断又は中止

できることを説明し、入所者及びその家族の理解と希望を確認した上で行うこと。 

⑬ 大臣基準第 71 号の３イ⑶における支援計画の見直しは、支援計画に実施上の問題（排せつ支援

計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ち

に実施すること。その際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥ

への提出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑭ 排せつ支援加算（Ⅱ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、施設入所時

と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、いずれにも悪化がない場合

又はおむつ使用ありから使用なしに改善した場合に、算定できることとする。 

⑮ 排せつ支援加算（Ⅲ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、施設入所時

と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、いずれにも悪化がなく、かつ、おむ

つ使用ありから使用なしに改善した場合に、算定できることとする。 

⑯ 排せつ支援加算（Ⅳ）は、令和３年３月３１日において、令和３年度改定前の排せつ支援加算に

係る届出を行う施設について、今後ＬＩＦＥを用いた情報の提出に切り替えるよう必要な検討を

行うことを前提に、経過措置として、令和３年度末まで、従前の要件での算定を認めるものであ

る。 
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令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.3）（令和 3 年 3 月 26 日最新情報 vol.952） 

（問１０１）排せつ状態が自立している入所者、または排せつ状態の改善が期待できな 

い入所者についても算定が可能なのか。 

【答】 

 排せつ支援加算（Ⅰ）は、事業所単位の加算であり、入所者全員について排せつ状態の評価を

行い、ＬＩＦＥを用いて情報の提出を行う等の算定要件を満たしていれば、入所者全員が算

定可能である。 

 

（問１０２）排せつ支援加算（Ⅱ）または（Ⅲ）の算定要件について、リハビリパンツや尿失禁

パット等の使用は、おむつの使用に含まれるのか。 

【答】使用目的によっても異なるが、リハビリパンツの中や尿失禁パッドを用いた排せつを前

提としている場合は、おむつに該当する。 

 

（問１０３）排せつ支援加算（Ⅱ）または（Ⅲ）の算定要件について、終日おむつを使用してい

た入所者が、夜間のみのおむつ使用となった場合は、排せつ状態の改善と評価して差し支え

ないか。 

【答】おむつの使用がなくなった場合に、排せつ状態の改善と評価するものであり、おむつの

使用が終日から夜間のみになったとしても、算定要件を満たすものではない。 

 

１６）自立支援促進加算  

 

【算定基準】 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設において、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月につき所定単位数を加算

する。 

 

※厚生労働大臣が定める基準 七十一の四 

イ 医師が入所者ごとに、施設入所時に自立支援に係る医学的評価を行い、その後少なくとも６月に

１回医学的評価の見直しを行うとともに、その医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、

自立支援の促進に当たって、当該情報その他自立支援の適切かつ有効な促進のために必要な情報

を活用していること。 

ロ イの医学的評価の結果、自立支援の促進が必要であるとされた入所者ごとに、医師、看護職員、

介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計画を策定し、支

援計画に従ったケアを実施していること。 

ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直していること。 

ニ 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。 
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【算定基準留意事項】(42) 自立支援促進加算について 

① 自立支援促進加算は、入所者の尊厳の保持及び自立支援に係るケアの質の向上を図るため、多職

種共同による、入所者が自立支援の促進を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、

当該支援計画に基づく自立支援の促進（Do）、当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえ

た当該支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下この(42)において「ＰＤＣＡ」とい

う。）の構築を通じて、継続的に入所者の尊厳を保持し、自立支援に係る質の管理を行った場合に

加算するものである。 

② 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ、適切な介護が提供されていることを前提としつ

つ、介護保険制度の理念に基づき、入所者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、特に必要な支援を実施していることを評価するものである。この

ため、医師が、定期的に、全ての入所者に対する医学的評価及びリハビリテーション、日々の過ご

し方等についてのアセスメントを実施するとともに、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員

その他の職種が、医学的評価、アセスメント及び支援実績に基づき、特に自立支援のための対応

が必要とされた者について、生活全般において適切な介護を実施するための包括的な支援計画を

策定し、個々の入所者や家族の希望に沿った、尊厳の保持に資する取組や本人を尊重する個別ケ

ア、寝たきり防止に資する取組、自立した生活を支える取組、廃用性機能障害に対する機能回復・

重度化防止のための自立支援の取組などの特別な支援を行っている場合に算定できるものである。

なお、本加算は、画一的・集団的な介護又は個別的ではあっても画一的な支援計画による取組を

評価するものではないこと、また、リハビリテーションや機能訓練の実施を評価するものではな

いことから、個別のリハビリテーションや機能訓練を実施することのみでは、加算の対象とはな

らないこと。 

③ 本加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第 71 号の４に掲げる要

件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるものであること。 

④ 大臣基準第 71 号の４イの自立支援に係る医学的評価は、医師が必要に応じて関連職種と連携

し、別紙様式７を用いて、当該時点における自立支援に係る評価に加え、特別な支援を実施する

ことによる入所者の状態の改善可能性等について、実施すること。 

⑤ 大臣基準第 71 号の４ロの支援計画は、関係職種が共同し、別紙様式７を用いて、訓練の提供に

係る事項（離床・基本動作、ＡＤＬ動作、日々の過ごし方及び訓練時間等）の全ての項目について

作成すること。作成にあたっては、④の医学的評価及び支援実績等に基づき、個々の入所者の特

性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意すること。 

⑥ 当該支援計画の各項目は原則として以下のとおり実施すること。その際、入所者及びその家族の

希望も確認し、入所者の尊厳が支援に当たり十分保持されるように留意すること。 

ａ 寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために、離床、座位保持又は立ち上がりを計画的に支援す

る。 

ｂ 食事は、本人の希望に応じ、居室外で、車椅子ではなく普通の椅子を用いる等、施設においても、

本人の希望を尊重し、自宅等におけるこれまでの暮らしを維持できるようにする。食事の時間や

嗜好等への対応について、画一的ではなく、個人の習慣や希望を尊重する。 

ｃ 排せつは、入所者ごとの排せつリズムを考慮しつつ、プライバシーに配慮したトイレを使用する
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こととし、特に多床室においては、ポータブルトイレの使用を前提とした支援計画を策定しては

ならない。 

ｄ 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、回数やケアの方法についても、個人の習慣

や希望を尊重すること。 

ｅ 生活全般において、入所者本人や家族と相談し、可能な限り自宅での生活と同様の暮らしを続け

られるようにする。 

ｆ リハビリテーション及び機能訓練の実施については、本加算において評価をするものではないが、

④の評価に基づき、必要な場合は、入所者本人や家族の希望も確認して施設サービス計画の見直

しを行う。 

⑧ 大臣基準第 71 号の４ロにおいて、支援計画に基づいたケアを実施する際には、対象となる入所

者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑨ 大臣基準第 71 号の４ハにおける支援計画の見直しは、支援計画に実施上に当たっての課題（入

所者の自立に係る状態の変化、支援の実施時における医学的観点からの留意事項に関する大きな

変更、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）に応じ、必要に応じた見直し

を行うこと。その際、ＰＤＣＡの推進及びケアの向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報と

フィードバック情報を活用すること。 

⑩ 大臣基準第第 71 号の４ニの評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、

適宜活用されるものである。 

 

令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.2）（令和 3 年 3 月 23 日最新情報 vol.948） 

（問４１） 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、回数やケアの方法についても、

個人の習慣や希望を尊重することが要件となっているが、仮に入所者の状態から一般浴槽を使

用困難な場合は要件を満たすことになるのか。 

【答】本加算については、原則として一般浴槽での入浴を行う必要があるが、感染症等の特段

の考慮すべき事由により、関係職種が共同して支援計画を策定する際、やむを得ず、特別浴槽

での入浴が必要と判断した場合は、その旨を本人、または家族に説明した上で、実施すること

が必要である。 

 

令和 3 年Ｑ＆Ａ（vol.10）（令和 3 年 6 月 9 日最新情報 vol.991） 

（問６） 支援計画の実施（「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入

所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の

額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」第２の５（３７）⑥a～f等に

基づくものをいう。以下同）にあたっては、原則として「寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐ

ために、離床、座位保持又は立ち上がりを計画的に支援する」こととされるが、具体的にはどの

ような取組が求められるのか。また、離床時間の目安はあるか。 
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【答】 

・具体的には、廃用性機能障害は、基本的に回復が期待できるものであることを踏まえ、いわゆ

る「寝たきり」となることを防止する取組を実施するにあたり、計画的に行う離床等の支援

を一定時間実施することを求めるものである。 

・したがって、治療のための安静保持が必要であることやターミナルケア等を行っていること

など医学的な理由等により、やむを得ずベッド離床や座位保持を行うべきではない場合を除

き、原則として、全ての入所者がベッド離床や座位保持を行っていることが必要である。 

・なお、 

－ 具体的な離床時間については、高齢者における離床時間と日常生活動作は有意に関連し、

離床時間が少ない人ほど日常生活動作の自立度が低い傾向にある（※）とのデータ等もある

ことを参考に、一定の時間を確保すること 

－ 本人の生きがいを支援し、生活の質を高めていく観点から、離床中行う内容を具体的に検

討して取り組むことも重要である。 

※第１８５回社会保障審議会介護給付費分科会資料１２３ページを参照 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000672514.pdf 

 

１７）サービス提供体制強化加算  

【算定基準】 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設が、入所者に対し介護保健施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 （１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位 

 （２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位 

 （３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６単位 

 

 

 

※厚生労働大臣が定める基準 九十三 

介護保健施設サービスにおけるサービス提供体制強化加算の基準 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の八十以上であ

ること。 

加算Ⅰ（新たな最上位区分） 加算Ⅱ（改正前の加算Ⅰイ相当） 加算Ⅲ（改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当）

介護老人保健施設

短期入所療養介護

以下のいずれかに該当すること

①介護福祉士80%以上

②勤続10年以上介護福祉士35%以上

サービスの質の向上に資する取組を実

施していること。

介護福祉士60%以上

以下いずれかに該当すること。

①介護福祉士50%以上

②常勤職員75%以上

③勤続7年以上30%以上

Ⅰ　22単位／回（日）

Ⅱ　18単位／回（日）

Ⅲ　6単位／回（日）

資格・勤続年数要件
単位数
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（二）介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、勤続年数十年以上の介護福祉士の占める割合が

百分の三十五以上であること。 

（２）提供する介護保健施設サービスの質の向上に資する取組を実施していること。 

（３）通所介護費等算定方法第十三号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の六十以上であ

ること。 

（２）イ（３）に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の五十以上であ

ること。 

（二）介護老人保健施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分の七十五以

上であること。 

（三）指定短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用者又は入所者に直接提供する職員の

総数のうち、勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の三十以上であること。 

（２）イ（３）に該当するものであること。 

 

【算定基準留意事項】 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を

用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・入所者への介

護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらな

い業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。ただし、前年度の実績が６月に満

たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する

月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新た

に事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につ

き、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記録す

るものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届

出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他の

介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員とし

て勤務した年数を含めることができるものとする。 

⑤ 介護老人保健施設の質の向上に資する取組については、サービスの質の向上や利用者の尊厳の保

持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すものとする。 
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（例） 

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築 

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用 

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報な

ども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化 

・ ケアに当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポータブルトイレを使用しない

方針を立てて取組を行っていること 

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知するとともに、適時のフォローアップや職

員間の意見交換等により、当該取組の意義・目的に則ったケアの実現に向けて継続的に取り組む

ものでなければならない。 

＊介護保健施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、支援相談員、理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。 

 

１８）科学的介護推進体制加算  

【算定基準】 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設が、入所者に対し介護保健施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１

月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 40単位 

（２）科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 60単位 

 

※厚生労働大臣が定める基準 九十二の二 

介護保健施設サービス及び介護医療院サービスにおける科学的介護推進体制加算の基準 

イ 科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔（くう）機能、認知症の状況その他の入所者の心身

の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（２） 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、（１）に規定する

情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

ロ 科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）に加えて、入所者ごとの疾病、服薬の状況等の情報を、厚生労働省に提出している

こと。 

（２） 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イ（１）に規定

する情報、（１）に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活

用していること。 
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【算定基準留意事項】(43)科学的介護推進体制加算について 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として入所者全員を対象として、入所者ごとに大臣基準第 71 

号の５に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるものであるこ

と。 

② 大臣基準第 71 号の５イ⑴及びロ⑴の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととす

る。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③ 施設は、入所者に提供する施設サービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行（Do）、

評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高いサービスを実

施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次の

ような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の

算定対象とはならない。 

イ 入所者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するための施設サ

ービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、施設サービス計画に基づいて、入所者の自立支援や重度化防止

に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、施設の特性や

サービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、入所者の施設サービス計画を適切に見直し、施設全体として、サービスの

質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、

適宜活用されるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 [厚生労働省ホームページ掲載資料]    

厚生労働省ホームページ掲載先 ： ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 >  福祉・介護 

> 介護・高齢者福祉 > 介護報酬 > 令和３年度介護報酬改定について  

・「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について」（老認発 0316第３号、老老発 0316 第２号 令和３

年３月１６日）  

・「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号） 


